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序　　論
　税効果会計基準は，1999年4月1日前に開始する事業年度から日本の会社に早期適用できる
ものとされ，同年4月1日以後開始する事業年度から強制適用された。したがって，2008年4
月1日以後開始事業年度において税効果会計実務は10年を経過したことになる。
　日本の会計制度の下では，将来加算一時差異に比べて将来減算一時差異が認識されるケースが
多いことから，税効果会計基準の適用により繰延税金資産が多額に計上されることとなる。繰延
税金資産は，将来減算一時差異について将来の税金負担額を軽減する効果を有すると認められた
場合にのみ回収可能性があるものと判断され，貸借対照表に計上される。その判断に際しては，
報告主体の将来の課税所得の十分性や実現可能なタックスプランニング等の存在が吟味される必
要がある。そして，これらは将来の予測ないしは見積りに依存する部分が大きいといえる。また，
過年度に計上した繰延税金資産は，その回収可能性を毎期見直して将来の税金負担額を軽減する
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効果を見込めなくなった場合には，過大となった金額を適時取り崩すこととなる。
　このように，税効果会計基準が導入されて以来，論点の中心となってきたのは繰延税金資産の
回収可能性であったといえる。また，繰延税金資産の回収可能性の判断は予測や見積りに依存す
ることから，その判断に客観性をもたせるには制約があるといえる。しかし，繰延税金資産につ
いては，会社法上配当制限が付されていないことから配当財源に含められている。
　本稿における研究目的は，まず理論的に考察し，その結果を実証的分析に基づいて検証するこ
とにより，繰延税金資産を配当財源として含むことの意義について考察することである。前者の
側面からは，配当財源としての繰延税金資産をその性質の特殊性および回収可能性から検討する。
後者の側面からは，アンケート調査の分析結果およびヒアリング調査結果に基づいて，主として
繰延税金資産の回収可能性との関係を分析することによって繰延税金資産を配当財源に含むこと
についての企業意識を明らかにする。
　なお，実証的分析に用いる手段は，「㈱産業経理協会　調査研究委員会（注）」が実施したアンケー
ト調査研究による集計結果である。税効果会計に関するアンケート調査研究は，2002年度より5
回にわたって実施されている。今回の調査研究は6回目となるものであり，2008年6月6日に
行ったものである。調査対象である働産業経理協会会員にアンケート調査票を送り，回答締切日
を同年6月16日とした。送付先会社数は560社，回答回収会社数は180社であった。したがっ
て，回収率は32．1％となる。
　質問項目ごとの集計結果は，原稿の末尾に掲載されている（杉山［2008a］pp．178－179）。ま
た，調査項目の有効性を高めるために事前に2社に対してヒアリング調査を実施している。さら
に，調査項目の分析の精度を高めるために，事後に2社に対してヒアリング調査を実施している。
　本稿では，研究目的に照らして繰延税金資産を財源に含めた配当に焦点を合わせて論じること
とする。したがって，【問12．配当の是非】を中心として他の項目との関連を分析する。また，
主な分析軸を【問4．監査分類】および【問9．繰延税金資産の回収状況】とする。13問ある質
問項目の中から，分析対象とした項目を取り出してそれらの構成を示したものが「図1」である。
　　　【問4．監査分類】
【問9．繰延税金資産の回収状況】
　【問5．課税所得の算定基礎】
【問6．繰延税金資産の計上割合】
【問8．繰延税金資産の検証】 【問12配当の是非】 【問1．業種】
【問2．売上高】
【問3．資本金】
図1分析対象項目の構成図
（注），調査研究委員会の構成員は，吉岡正道，杉山晶子，徳前元信である。
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1．繰越利益剰余金に基づく配当の意義
1－1　過年度累積利益を含む配当
　平成17年月，会社法の成立により，株主への配当は決算日後の「利益処分」としてではなく
「剰余金の配当」として行われることとなった。これに伴い，「繰越利益剰余金」という用語が用
いられることとなった。これは，これまで利益処分の前後で使い分けられてきた「当期未処分利
益」と「繰越利益」に代えて，「繰越利益剰余金」と称したものである（『純資産会計基準』35
項）。「その他利益剰余金」のうち，任意積立金のように株主総会または取締役会の決議に基づき
設定される項目についてはその内容を示す科目をもって表示し，それ以外については，「繰越利
益剰余金」として表示されることとなった（『純資産会計基準』6項②）。
　したがって，「繰越利益剰余金」は「当期未処分利益」と「繰越利益」の合計額となり，当期
までの累積利益を示すこととなる。ここに，「当期純利益」は貸借対照表において「繰越利益剰
余金」に含めて表示されるとともに，「繰越利益剰余金」を構成する一項目として株主資本等変
動計算書においてその変動額が表されることとなったのである。また，これまでの「資本の部」
が資産と負債との差額を示す「純資産の部」となったことから，表示の面でもこれを「株主資本」
とそれ以外の項目に区分することとなった。この結果，損益計算書における「当期純利益」の額
と貸借対照表における株主資本の資本取引を除く当期変動額は一致することとなる（『純資産会
計基準』30項）。
　「繰越利益剰余金」は，剰余金の分配において株主に対する配当財源の中心となる。「当期純利
益」に基づく配当から「繰越利益剰余金」に基づく配当となったことに伴い，会社は過年度累積
利益を含む財源を基礎とする配当が可能となった。たとえば，当期純損失が計上されたとしても，
「繰越利益剰余金」の残高が確保されていれば当期純利益が計上された場合と同様に剰余金の配
当を行うことができることとなった。この改正によって，会社は一会計期間の業績に影響される
ことなく安定した配当政策を実施することが可能となったのである。
1－2　配当財源としての繰延税金資産
　繰越利益剰余金に基づく配当は，過年度累積利益をベースとすることから，会社にとっては単
年度の業績に影響されることなく安定した配当を実施することが可能となったというメリットが
ある（杉山［2008b］pp．102－105）。
　ほとんどの会社にとって，継続的な安定配当という慣習が受け継がれていることから，配当金
は原則として業績にかかわらず一定の額が安定的に支払われることとなる。配当金は，株主から
の資金調達コストとしてとらえられているといってよいものと解される。したがって，配当に対
する考え方としては，まず必要な配当金の額が決定され，その後に配当財源の枠内で当該配当金
の額が確保されればよいことになる。
　108　　　　　　　　　　　　　　『明大商学論叢』第91巻第1号　　　　　　　　　　　　　（108）
　ところで，会社法成立以前から繰延税金資産には配当規制がないことから，配当財源に含めら
れている。このことによって，当期純利益の額が大きく表示されるとともに配当財源も大きくな
る。安定した配当を実現するためには，財源は潤沢であることが望ましいことになる。配当財源
の枠を大きく確保するという観点からは，繰延税金資産を配当財源に含むことは好感される。
　一方，繰延税金資産が配当財源に含められていることについては，2002年の調査においても
今回の2008年の調査においても，制度上認められているにもかかわらずこれに否定的な会社が
相当数存在する（杉山［2006a］pp．70－71，杉山［2008a］pp．175－176）。近年，会計と税法の乖
離が大きくなったことにより，繰延税金資産の金額的重要性がますます高くなっていると考えら
れる。また，2007年度には米国General　Motors社が巨額の繰延税金資産を取り崩したことか
ら，当該資産の脆弱性が指摘されている（中田［2008］参照）。国内においても，2008年度中に
パイオニア，大京，ジョイント・コーポレーションをはじめとして10億円から100億円以上に
のぼる同資産の取り崩しを実施した会社，および今後実施する予定の会社があることが報じられ
ている。したがって，繰延税金資産が配当財源に含められていることの是非は，当該資産の回収
可能性をどのように判断するかという点にもとめられる。
　繰延税金資産は，将来減算一時差異に対してその回収が見込まれる期の税率に基づいて計算さ
れ，必要な手続きを経た後に計上年度における配当可能額に含められる。そして，繰延税金資産
は，次期以降において将来減算一時差異が解消した時に十分な課税所得の存在を前提として回収
されることとなっている。繰延税金資産は，会社の将来の課税所得を合理的に見積ることにより，
当該見積額をもとにして計上される。将来の課税所得の合理的な見積期間はおおむね5年とされ，
個々の会社の事情によっては5年以内のより短い期間となる場合があるとされている（「監査委
員会報告66号」5（3＞）。また，将来の課税所得と相殺可能な繰越欠損金については，繰越期間が7
年間である。
　このように，繰延税金資産は長期にわたる見積を前提として計上される資産である。また，過
年度に計上した繰延税金資産についても，その回収可能性は毎期見直され，将来の税金負担を軽
減する効果を有していると見込まれなくなった場合には，過大となった金額は適時に取り崩され
る（『税効果会計基準』第二，二の1および注（5），「監査委員会報告66号」2）。
　繰延税金資産は，計上時にはキャッシュ・インフローが生じないことから，回収される会計期
間よりも先んじて，すでに配当金として社外流出していることとなる。したがって，その回収可
能性が安定的に高い状況であれば配当財源として組み込むことができるとみなされるであろうし，
反対に回収可能性に懸念が生じることが想定されるのであれば配当財源としてはリスクが高いと
いえるであろう。繰延税金資産は，その計上にさいして将来の見積りや予測に依存する部分が大
きく，回収期間が一年を超えて長期にわたる。加えて金額的重要性が高く，回収可能性は毎期見
直され過大となった金額については取り崩されることから，会社の安定配当を支え続ける財源と
しては脆弱性を払拭しきれない資産であると解される。次章においては，アンケート調査の集計
結果に基づいて繰延税金資産の回収可能性を実証的側面から分析する。
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2．繰延税金資産の回収可能性
2－1　繰延税金資産の計上要件
　繰延税金資産の計上に際しては，将来の会計期間において回収が見込まれない税金の額を控除
しなければならない（会計制度委員会報告第10号「個別財務諸表における税効果会計に関する
実務指針」第16項。以下，「制度委員会報告第10号」とする）。繰延税金資産から控除するかど
うかは，つぎの3つの要件のうちいずれかを満たしているか否かで判断される。すなわち，収益
力に基づく課税所得の十分性，タックスプランニングの存在，および将来加算一時差異の十分性
が繰延税金資産の回収可能性の判断要件とされているのである（「制度委員会報告第10号」第
21項）。これらの要件は，将来の見積りや予測に依存するところが大きいことから客観的に判断
することが困難であること，および会社法上配当制限の定めがないことから，繰延税金資産の回
収可能性については慎重な判断を要することとなる。とりわけ重要なのは収益力に基づく課税所
得の十分性であり，これは会社の将来の収益力をどのように判断するかに依存するものである。
　そこで，監査委員会報告第66号「繰延税金資産の回収可能性の判断に関する監査上の取り扱
い」（以下，「監査委員会報告第66号」という）は，会社の過去の業績等に基づいて将来年度の
課税所得の見積額による繰延税金資産の回収可能性を判断する場合の指針として，以下のように
5つの例示区分を示すとともにそれぞれの判断基準について解説している（「監査委員会報告第
66号」第5項）。
　①期末における将来減算一時差異を十分に上回る課税所得を毎期計上している会社等
　②業績は安定しているが，期末における将来減算一時差異を十分に上回るほどの課税所得が
　　ない会社等
　③業績が不安定であり，期末における将来減算一時差異を十分に上回るほどの課税所得がな
　　い会社等
　④重要な税務上の繰越欠損金が存在する会社等
　⑤過去連続して重要な税務上の欠損金を計上している会社等
なお，④については「但し書」として，重要な税務上の繰越欠損金が非経常的な特別の原因によ
り発生したものであり，それを除けば課税所得を毎期計上している会社等の取り扱いを示してい
る。
　①については，繰延税金資産の全額について回収可能性があると判断できるものとされている。
②一時差異のスケジューリングの結果に基づいて計上されている繰延税金資産については回収可
能性があると判断できるものとされ，③については②の判断基準に加えて，おおむね5年以内の
課税所得の見積額を限度とすることが示されている。また，④については課税所得の発生が確実
に見込まれる場合で，かつ，その範囲内で翌期の一時差異のスケジューリングの結果に基づいて
計上されている繰延税金資産については回収可能性があると判断できるものとされ，④の但し書
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については，おおむね5年以内の課税所得の見積額を限度として当該期間の一時差異のスケジュー
リングの結果に基づくものとされている。⑤については，繰延税金資産の回収可能性はないもの
と判断するとあることから，繰延税金資産は計上できないこととなる。
　したがって，「監査委員会報告第66号」における区分は，会社の将来の課税所得の十分性に応
じた繰延税金資産を計上する実務上の具体的な指針といえる。当該区分にしたがって繰延税金資
産が計上されるのであれば，その回収可能性は高いものとなることが想定される。
　以下，本稿で取扱うアンケート調査結果の分析においては，上記の例示区分を「分類1」「分
類2」「分類3」「分類4」「分類4但し書」および「分類5」と表示することとする。【問4．監査
分類】の集計結果によれば，2001年度，2004年度および2007年度における区分ごとの変遷をみ
ると，「分類1」が減少し「分類2」が増加の傾向にある。2001年度との比較において，2007年
度では「分類1」が13社減少し「分類2」が26社増加している（「表1」参照）。
　また，【問5．課税所得の算定基礎】において繰延税金資産・繰延税金負債を計上するさいの課
税所得の見積方法を複数回答可として尋ねたところ，約7割の会社が「1．利益計画に基づいて
見積計算する」と回答し，4割強の会社が「3．タックスプランニングの実現可能性に基づいて見
積計算する」としている。「2．過去の利益計画の達成度合に基づいて見積計算する」を選択した
表1監査分類の変遷
　　　　　年　度
ｪ　類 2001年度 2004年度2007年度
分類1 51社 46社 38社
分類2 59社 71社 85社
分類3 19社 21社 24社
分類4 6社 6社 5社
分類4但し書 22社 23社 19社
分類5 3社 1社 2社
合　　　計 160社 168社 173社
表2　監査分類と課税所得の算定基礎
（複数回答可）
　　　定基礎
ｪ類 1．利益計画
2，利益計画の
@達成度合
3．タックス
vランニング 4．その他
分類1 28社 2社 11社 6社
分類2 53社 6社 41社 3社
分類3 18社 5社 5社 1社
分類4 2社 2社 3社
分類4但し書 14社 6社 14社 1社
分類5 1社 1社 1社
合　　計 116社 19社 74社 15社
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会社は1割にとどまった。これは，監査上の区分が主として過去の業績等の状況に基づくもので
あることから，会社は当該区分がなされた段階で過去の利益計画の達成度合がすでに反映されて
いると判断したことによるものと解される。
　さらに，【問4．監査分類】と【問5．課税所得の算定基礎】との関係を分析したところ，どの
監査分類においても「1．利益計画に基づいて見積計算する」の選択が最も多くなっている。ま
た，とりわけ「分類2」の会社は「3．タックスプランニングの実現可能性に基づいて見積計算す
る」の選択が最も多く，「分類4但し書」の会社についても同様の傾向がみられる（「表2」参照）。
2－2　繰延税金資産の回収状況
　ここでは，繰延税金資産の回収状況を分析することにより当該項目の配当財源としての資金的
裏づけを明らかにする。　　　　　’　　　　　　　　　　　・
　まず，【問9．繰延税金資産の回収状況】については約3割の会社が「予想通り」，約6割の会
社が「概ね予想通り」であり，良好であるといえる。つぎに，【問9】を【問4．監査分類】との
関係で分析した結果，「分類1」および「分類2」の会社についてはその4割近くで繰延税金資産
は「予想通り」回収されており，「概ね予想通り」という回答と合わせるとほぼ100％となる。
また，サンプル数が少ないものの「分類3」および「分類4但し書」の会社回収状況は，3割近
くが「やや予想外れ」ないし「予想外れ」となっている。したがって，監査分類に応じた将来の
課税所得の見積りはおおむね適正になされているといえる（「図2」参照）。
　また，【問6．繰延税金資産の計上割合】において見積もられた課税所得（タックスプランニン
グを含む）の十分性に鑑みて，将来減算一時差異に対して繰延税金資産をどれくらい計上してい
るかを尋ねたところ，「1．100％計上している」と回答した会社は4割5分であった。それ以外
　監査分類
1，（分類1）
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3．（分類3）
　　　　4．（分類4）
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の会社で繰延税金資産を計上している5割強の会社は，評価性引当金を計上することによって一
部の繰延税金資産を取り崩していることとなる。なお，「6．その他」の回答の内容で多くみられ
たのは，スケジューリング可能な繰延税金資産のみ計上しているというものであった。【問6．繰
延税金資産の計上割合】を【問4．監査分類】との関係で分析したところ，「分類1」においても
「1．100％計上している」と回答した会社は7割強，「分類2」では4割弱にとどまっており，ど
の分類においても回収可能と認められない繰延税金資産を計上額から控除している会社があるこ
とがわかる’ i「図3」参照）。
　　　　　監査分類
　　　　1．（分類1）
　　　　2．（分類2）
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　さらに，【問6．繰延税金資産の計上割合】を【問9．繰延税金資産の回収状況】との関係で分
析したところ，少数の予想外れはあるもののおおむね計上割合に応じた回収が可能となっている
ことがわかる（「図4」参照）。このことは，繰延税金資産の計上額から回収が見込めなくなった
と判断された額を控除することで，結果的に回収可能性が高められていることを示している。
　以上の分析結果より，繰延税金資産の回収状況は概ね良好であることから，繰延税金資産それ
自体の配当財源としての資金的裏づけは概ね確保されているとみることが可能である。一方で，
繰延税金資産については計上時における回収可能性の判断のみならず，その後の見直しにより過
年度に計上した額の取崩しがなされる。したがって，長期にわたるスケジューリングの予測によ
り計上され，すでに配当金として社外に流出し，その後の年度において取崩される可能性のある
繰延税金資産の資金的裏づけは，単年度の回収状況のみから一義的に判断することは困難である
といえる。
3．繰延税金資産を含む配当に関する企業意識
3－1　企業特性と企業意識
　【問12．配当の是非】においては，繰延税金資産が配当可能額に含められていることについて
の考え方を尋ねた。当該項目の集計結果は，6割の会社が「同意できる」と回答しており，「同
意できない」とした会社は3割であった。繰延税金資産を財源に含めた配当は現行制度で認めら
れているにもかかわらず，3割の会社が「同意できない」としており1割の会社が積極的に同意
していないという現状がみて取れる。
　ここでは，【問1．業種】【問2．売上高】【問3．資本金】といった企業特性に関する項目と，
【問12．配当の是非】に関する会社の考え方との関係を分析することにより，企業特性が繰延税
金資産を配当可能額に含む配当の考え方に及ぼす影響を明らかにする。まず，【問1．業種】と
【問12．配当の是非】の関係を分析したところ，繰延税金資産が回答可能額に含められているこ
とについて「同意できる」と回答した会社がとりわけ多い業種は，「食品」，「機械」，「電気機器」，
「商業」である。「石油・石炭製品」，「金融」もサンプル数は少ないものの相対的に肯定的な会社
が多い。これに対して，「1．同意できる」よりも「2．同意できない」と回答した会社のほうが多
くみられる業種は，「化学」，「その他製造」，「不動産」である。なお，「化学」，「輸送用機器」，
「サービス」は繰延税金資産を回答可能額に含むことについての是非が拮抗している（「図5」参
照）。アンケート回答会社の属する業種は多岐にわたっており，かつ特定の業種に偏りがないこ
とから，結果的にサンプル数に制約がある。しかし，一定の傾向は把握できるものと解される。
　つぎに，【問2．売上高】および【問3．資本金】を便宜上規模別に区分して【問12．配当の是
非】の関係を分析したところ，それぞれ以下のことが明らかとなった。すなわち，【問2．売上
高】および【問3．資本金】ともに，規模が大きい会社ほど繰延税金資産を回答可能額に含むこ
とについて「同意できる」と回答した会社が多くなる傾向にあることがわかる（「図6」「図7」
114
　回答社数
　　16
　　1；
??
　　　：
　　　：
　　　　メβ♂
『明大商学論叢』第91巻第1号
??????、?????????????
??㌔，?????????????
??????
縄
???
照
??
?????????????
?
???．??????
??
糊
「
照
????
????
??????????
????????????????????…
???????????? ?
???????????
灘
????
??
???????????????
??????
（ll4）
團同意できる　購同意できない　團そg［）他
図5　業種別配当の是非
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　　　　　　　　　　　　図6　売上高の規模と配当についての考え方
参照）。このことから，企業規模が大きい会社は比較的配当財源に余裕があるため，繰延税金資
産が配当財源に含まれていることに対する懸念が小さいものど解される。
　これらの分析結果より，繰延税金資産を配当可能額に含むことにういての考え方と企業特性と
の関係はダ以下のとおりである6すなわち，繰延税金資産が配当可能額に含められていることに
ついて「同意できる」と回答した会社がとりわけ多い業種は，「食品」，’「機械」，・「電気機器」，
「商業」であり，「同意できない」と回答した会社のほうが多くみられる業種は，’「化学」，「その
他製造」である。また，，売上高および資本金ともに，規模が大きい会社ほど繰延税金資産が配当
可能額に含められていることについて「同意できる」と考える傾向にあることが明らかとなった。
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3－2　回収状況と企業意識
　ここでは・【問4，監査分類】【問8・課延登金資産φ検証1【問隻繰延税金資産の回収状況】と
いった項目と，【問12．配当の是非】についての会社の考え方との関係を分析することにより，
繰延税金資産の回収状況が当該項目を配当可能額に含む配当についての考え方に及ぼす影響を明
らかにする。　　　　　、　　　　▼　　　J
　まず，【問12．配当の是非】を【問4．監査分類】との関係で分析した結果，どの監査分類にお
いても「同意できない」という回答がみられ，回収可能性が高い「分類1」および「分類2」に
おいては「同意できる」を選択した会社が6割弱にとどまっていることがわかる（「図8」参照）。
　　　　　　　　　　　　　ノ　さらに，【問12．配当の是非】を【問9．繰延税金資産の回収状況】との関係で分析したところ，
回収状況が良好な会社ほど「同意できる」を選択する割合が高くなる傾向にあることが明らかで
　　　　　　　　　監査分類
　　　　　　　　1．（分類1）
　　　　　　　　2．（分類2）
　　　　　　　　3．（分類3）
　　　　　　　　4．（分類4）
　　　　5．（分類4但し書き）
　　　　　　　　6．（分類5）
　　　　　　　　　－　　　0％　　　20％　　40％　　　60％　　80％　　100％　配当
　　　　　　　　　　　　　　　　圏同意できる　騒同意できない　國その他
　　　　　　　　　　　　　　・図8　監査分類別配当についての考え方　　1・・
?
鱗‘謎難欄鍵艶2難難灘鍵難蕪難難　　　臨
難暴
繍韓灘羅灘灘難謎籔韓蘇総灘灘灘灘畿難 塗・
u
蕪講　　　　　　　　　　　……難難灘馨灘嚢鰻蕪懸難欄鰻蕪 臣　　　、
難講鱗購灘難盤麹騨灘難難難灘臨 ”
襯
　ll6　　　　　　　　　　　　　　『明大商学論叢』第91巻第1号　　　　　　　　　　　　　（116）
ある。一方で，回収状況が好ましくない会社においては約半数が同意できないと回答しており，
回収状況が良好な会社においても3割近くの会社が繰延税金資産を配当可能額に含めることに同
意できないと考えていることがみて取れる（「図9」参照）。したがって，回収可能性が高い会社
と低い会社とではサンプル数に大きな差があることを考慮してもなお，回収状況が必ずしも配当
についての考え方を決定づけるものとはいえないといえる。
　なお，【問12．配当の是非】と【問8．繰延税金資産の検証】との関係から，繰延税金資産の前
期過年度における見積りの妥当性を実績と比較して検証していない会社ほど，繰延税金資産を配
当可能額に含めることに同意できないと回答する会社が相対的に多い傾向がみられる（「図10」
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図10回収状況の検証度合と配当についての考え方
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参照）。とりわけ，「必ず検証している」と回答した会社の7割近くが，繰延税金資産を配当可能
額に含める配当に「同意できる」と回答している。
　したがって，会社は，必ずしも監査分類や回収状況の良し悪しによって繰延税金資産を配当可
能額に含めることに同意できないと回答しているとはいえないことがわかる。【問12】において
「同意できない」と回答した会社の意見は，おおよそつぎの内容に集約される。
　①繰延税金資産は回収可能性の見積りが外れることがあるため，実現可能性に不確実性が伴
　　う。
　②配当は当期に実現した利益をベースになされるのが基本的な考え方であり，将来の税金の
　　減額分を含めることは資本充実の観点から好ましくない。
③繰延税金資産の金額的重要性が高いことから，配当原資に含めることの影響を考慮すべき
　　である。繰延税金資産の計上は税引後の利益を押し上げることになり，多額の配当金が会社
　　から流出してしまう懸念がある。
　また，【問12】において「その他」を選んだ会社からは，「状況に依存する」ないしは「慎重
に取り扱うべき」との意見が寄せられた。
4．ヒアリング調査
　今回のヒアリング調査対象会社の選択の基準は，繰延税金資産の回収状況が良好で，かつ同資
産が配当可能額に含められていることに同意できないと回答した会社とした。調査の目的は，繰
延税金資産の回収状況が良好であるにもかかわらず当該資産を配当可能額に含めることに同意し
ない理由を尋ねることで，これまでの分析結果を補完することである。
4－1ヒアリングX社
　（1）繰延税金資産の資産性
　X社は，電気機器製品を製造している会社である。製品の需要が堅調であることから安定し
た業績を上げており，税効果会計導入以来業績の著しい変動はみられない。同社は，継続して監
査委員会報告第66号の「分類2」に区分されている。すなわち，同社は，「業績は安定している
が，期末における将来減算一時差異を十分に上回るほどの課税所得がない会社等」に該当する。
　また，X社の課税所得の見積計算は利益計画に基づいて行われている。繰延税金資産の計上
割合は，その他有価証券評価差額金に対する繰延税金資産を除いて100％計上している。さらに，
評価性引当金を計上することもある。
　X社は，繰延税金資産の性質を「キャッシュ・アウトフローの減額」としてはみていない。
なぜならば，所得の見積りが予想外れとなった場合のことを思うと，他の資産と同様に扱うこと
は適切ではないと認識しているからである。
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　②　税効果会計適用の効果
　繰延税金資産の回収状況は，特に監査上指摘がないため検証していない。別表において同資産
の解消状況を確認しており，回収状況は概ね予想通りとなっている。会計処理手続き上は，繰延
税金資産を期首に洗替えにより計上している。
　税効果会計が法人税法による影響を排除し，企業の経営実態を写し出しているかについては，
「あまり思わない」を選択した。税効果会計適用後の当期純利益よりもむしろ，税引前当期純利
益で企業の実力を判断できると思うからである。なお，同社が利益に関する指標として最も重視
しているのは，経常利益である。
　（3）繰延税金資産を配当可能額に含めることに同意しない理由
　X社は，繰延税金資産を含む配当には「同意しない」を選択した。同社の業績は安定してい
るものの，団塊の世代の退職を控えていることから，退職給付引当金の支払いにより将来の課税
所得が不足する可能性も視野に入れておく必要がある。配当はキャッシュ・アウトフローを伴う
ものである。他方，繰越利益剰余金に含まれる繰延税金資産はキャッシュに直結しない，いわゆ
るキャッシュ・インフローが生じていない項目である。したがって，繰延税金資産を配当可能額
に含めることは配当原資として好ましいとはいえないとの考えを持っている。
　なお，同社の配当政策は安定配当であり，利益の額には連動しない。
4－2　ヒアリングY社
　（1）繰延税金資産の資産性
　Y社は，創業以来製造業に従事してきた長い伝統を持つ会社である。なお，同社は，従来は
経常利益を重視していたが，現在は，多くの会社と同様営業利益を重視している。
　Y社は，税効果会計の導入以来継続して監査委員会報告第66号の「分類1」に区分されてい
る。すなわち，同社は，「期末における将来減算一時差異を十分に上回る課税所得を毎期計上し
ている会社等」に該当する。したがって，同社は特に課税所得の見積計算は行っていない。また，
将来減算一時差異に対する繰延税金資産は100％計上している。繰延税金資産の内容は，個別に
精査しなくてよい状況にあり，評価性引当金の計上は考慮する必要はない。
　Y社は，繰延税金資産の性質を「キャッシュ・アウトフローの減額」としてみることに同意
できると回答している。なぜならば，将来の課税所得に懸念がないことから，繰延税金資産は将
来減算一時差異所得の解消に伴って回収されるからである。
　②　税効果会計適用の効果
　Y社の繰延税金資産の回収状況は，予想どおりである。「分類1」であることから詳細ではな
いものの，検証は概ね行っている。しかし，繰延税金資産の内容を個別にみるとスケジューリン
グ不能なものも含まれている。たとえば，ゴルフ会員権評価損などがこれにあたる。これらにつ
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いては，監査分類上勘案しなくてもよい状況にある。
　Y社は，税効果会計が法人税法による影響を排除し企業の経営実態を写し出しているかにっ
いては，「思う」を選択した。同社の税効果会計の影響は，資産総額からみると金額的にはそれ
ほど大きくない。同社は，当該質問項目の回答は金額の重要性に依存する部分が大きいのではな
いかとの意見をもっている。なお，同社にとっては，とりわけ税効果会計を適用することで法人
税の支払金額をシュミレーションすることになることから，法人税法のインパクトが把握可能と
なり，経営者に対する前期末の支払税額の説明がしやすくなるというメリットが大きい。
　（3）繰延税金資産を配当可能額に含めることに同意しない理由
　Y社は，繰延税金資産を含む配当には「同意しない」を選択した。上述のように，同社の繰
延税金資産にはスケジューリング不能なものが含まれているためである。これらの個々の項目に
ついては，繰延税金資産計上の可否を考慮する必要はないかと疑問に思っている。なお，同社の
繰延税金資産は1年で回収されるものではなく長期にわたって回収されるものが多いことから，
キャッシュ・アウトフローがなされる時期とのズレについては，特に考慮することはなかった。
　同社の配当政策は安定的かつ継続的な配当であり，したがって，配当額については当期純利益
をベースとしているものの，一株当りの配当額をあまり変動させないという考え方をとっている。
結　　論
　これまでの考察ならびにアンケート調査結果の分析にもとついて，繰延税金資産を含む繰越利
益剰余金の配当について検討した結果は，つぎに示すとおりである。
　まず，理論的考察からは以下に挙げる特殊性から，繰延税金資産は会社の継続的な安定配当を
支え続ける財源としては脆弱性を払拭しきれない資産であると解される。すなわち，繰延税金資
産は，①その計上にさいして将来の見積りや予測に依存する部分が大きい，②その回収期間が一
年を超えて長期にわたる，③将来における十分な課税所得の存在によって，法人税等の支払いの
減額として回収される，④回収可能性は毎期見直され，過大となった金額については取り崩され
る，⑤これらの特殊性にもかかわらず，金額的重要性が高い。
　つぎに，実証的分析結果からは以下のことが明らかとなった。繰延税金資産が配当財源に含ま
れていることについての会社の意識としては，①企業規模が大きい会社は比較的配当財源に余裕
があるため，繰延税金資産が配当財源に含まれていることに対する懸念が小さい，②監査分類の
違いによる「配当についての考え方」に大きな違いはみられない，③回収状況が良好な会社ほど
「同意できる」を選択する割合が高くなる傾向にある。一方で，回収状況が良好な会社において
も3割近くの会社が繰延税金資産を配当可能額に含めることに同意できないと回答しており，回
収状況が必ずしも配当についての考え方を決定づけるものとはいえない，④繰延税金資産の前期
過年度における見積りの妥当性を実績と比較して検証している会社ほど，繰延税金資産を配当可
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能額に含める配当に「同意できる」と回答する傾向にある，⑤繰延税金資産を配当可能額に含め
る配当に「同意できない」と回答した会社の意見は，当該資産の回収可能性の不確実性，資本充
実の観点からの弊害，金額的重要性の高さによる多額の配当金の社外流出に集約される。
　さらに，ヒアリング調査からは，回収可能性が高いにもかかわらず繰延税金資産が配当財源に
含まれていることについて「同意できない」理由が明らかとなった。すなわち，①配当はキャッ
シュ・アウトフローを伴うものであるのに対して，繰越利益剰余金に含まれる繰延税金資産はキャッ
シュ・インフローが生じていない項目である。したがって，繰延税金資産を配当可能額に含める
ことは配当原資として好ましいとはいえない，②「分類1」の会社についてはスケジューリング
不能な一時差異に対しても繰延税金資産が計上可能であり，当該一時差異に対して計上される繰
延税金資産の回収可能性に対する懸念がある。
　繰延税金資産を財源に含むことは，安定配当の財源として繰越利益剰余金の枠を広げるという
意味においては好感されるものと解される。他方，制度で認められているにもかかわらず，約3
割の会社が繰延税金資産を含む配当に同意できないとしている。つまり，繰延税金資産は回収可
能性が高いにもかかわらず，なおその特殊性に由来する脆弱性から，会社は安定配当を継続的に
支える財源としてはリスクが高いと解しているものと結論づけられる。
　調査項目
【問1】　貴社の業種を下記の日経分類の中からお選び下さい。
1．水産・農林 2．鉱業 3．建設 4．食品 5．繊維 6．パルプ・紙 7．化学
0社 1社 8社 19社 1社 3社 23社
8．石油・石炭製品 9．ゴム製品 10．窯業 11．鉄鋼 12．非鉄金属 13．金属製品 14．機械
5社 1社 1社 2社 4社 4社 8社
15．電気機器 16．輸送用機器 17．精密機器 18．その他製造19．商業 20．金融・保険 21．不動産
15社 7社 4社 9社 20社 6社 7社
22．陸運 23．海運 24．空運 25．倉庫哩輸関係 26．通信 27．電気：ガス 28。サービス
5社 2社 1社 5社 2社 1社 11社
合計　175社
【問2】貴社の直近の売上高（個別財務諸表における直近の年度末）をお教えください。
　　　　　　　　　　　　　　　平均：377，300．8（百万円）
【問3】　貴社の直近の資本金額（個別財務諸表における直近の年度末）をお教えください。
　　　　　　　　　　　　　　　平均：54，175．5（百万円）
【問4】　監査委員会報告第66号の分類によった場合，貴社はどれに該当しますか。2001年度，
　　　　2004年度，および2007年度について，つぎの表の中に○印をご記入ください。
　1．（分類1）期末における将来減算一時差異を十分に上回る課税所得を毎期計上している会社
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2．（分類2）業績は安定しているものの，期末における将来減fi－一時差異を十分に上回る課税
　所得がない会社
3．（分類3）業績が安定しておらず，期末における将来減算一時差異を十分に上回る課税所得
　がない会社
4．（分類4）重要な税務上の繰越欠損金が存在する会社
5．（分類④但し書き）重要な税務上の繰越欠損金が非経常的な特別の原因により発生したも
　のであり，それを除けば課税所得を毎期計上している会社
6．（分類5）過去連続して重要な税務上の繰越欠損金を計上している会社
　　　　　年　度
ｪ　類 2001年度 2004年度 2007年度
1．（分類1） 51社 46社 38社
2．（分類2） 59社 71社 85社
3．（分類3） 19社 21社 24社
4．（分類4） 6社 6社 5社
5．（分類4但し書） 22社 23社 19社
6．（分類5） 3社 1社 2社
合　　　計 160社 168社 173社
【問5】　繰延税金資産・繰延税金負債を計上する際に，当該金額のベースとなる課税所得をどの
　　　　ように計算していますか（複数回答可）。
　1．利益計画に基づいて見積計算する
　2．過去の利益計画の達成度合に基づいて見積計算する
　3．タックス・プランニングの実現可能性により見積計算する
　4．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　　選択肢
?嚴ﾐ数 1．利益計画
2．過去の利益計
@画の達成度合
3．タックス・プランニ
@ングの実現可能性 4．その他
177社 119社（67％） 21社（12％） 77社（44％） 15社（8％）
【問6】見積計算された課税所得（タックス・プランニングを含む）の十分性に鑑みて，将来減
　　　　算一時差異に対して繰延税金資産をどれくらい計上していますか。
　　　　選択肢
?嚴ﾐ数
1，100％
@計上 2．80％超 3．60％超 4．40％超
5．計上して
@いない 6．その他
175社 79社（45％）44社（25％）16社（9％）18社（10％）6社（3％） 12社（7％）
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【問7】　繰延税金資産・繰延税金負債の当期変動額（計上額と取崩額）は，項目別に計算されて
　　　　いますか。それとも一括して計算されていますか。該当する方に○印を付けてください。
　　　　　　　計算方法
?ﾚ 1．一　括2．個　別 　　　　　　　計算方法?ﾚ 1．一　括2．個　別
1．退職給付引当金 136社 33社 10．適格年金過去勤務債務 62社 18社
2．繰越欠損金 70社 18社 11．役員退職引当金 134社 31社
3．未実現利益 64社 18社 12．投資損失引当金 59社 11社
4．賞与引当金 134社 35社 13．評価性引当金 122社 25社
5．貸倒引当金 139社 25社 14．圧縮記帳積立金 102社 13社
6．資産評価損 139社 20社 15．特別償却準備金 56社 16社
7．未払事業税等 137社 36社 16．土地評価差額 51社 12社
8．減価償却費 123社 26社 17．海外投資等損失準備金 29社 11社
9．未払費用 125社 23社 18．その他 25社 5社
【問8】　決算にさいして，繰延税金資産の前期における見積りの妥当性を実績と比較して検証し
　　　　ていますか。また，その理由をお聞かせください。
　　　　　選択肢
?嚴ﾐ数 1．必ず検証 2．概ね検証 3．あまり検証しない 4．検証しない
171社 59社（35％） 63社（37％） 32社（19％） 17社（10％）
【問9】直近の決算において，繰延税金資産は見積りどおりに解消されているとお考えですか。
　　　　　選択肢
?嚴ﾐ数 1．予想通り
2．概ね予想
@通り
3．やや予想
@が外れ 4．予想外れ 5．その他
177社 56社（32％） 104社（59％） 6社（3％） 5社（3％） 3社（3％）
【問10】　繰延税金資産勘定の性質を「将来のキャッシュ・アウトフローの減額」としてとらえる
　　　　ことについて，どのようにお考えですか。
　　　　選択肢
?嚴ﾐ数 1．同意できる 2．同意できない 3．その他
172社 135社（78％） 30社（17％） 7社（4％）
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【問11】繰延税金負債勘定の性質を「将来のキャッシュ・アウトフローの増額」としてとらえる
ことについて，どのようにお考えですか。
　　　　　選択肢
?嚴ﾐ数 1．同意できる 2．同意できない 3．その他
173社 126社（73％） 37社（21％） 10社（6％）
【問12】　税効果会計の処理において，繰延税金資産は配当可能額に含められています。このこと
について，どのようにお考えですか。
　　　　　選択肢
?嚴ﾐ数 1．同意できる 2．同意できない 3．その他
175社 104社（59％） 54社（31％） 17社（10％）
【問13】貴社は，税効果会計が法人税法による影響を排除し，企業の経営実態を写し出している
と思いますか。
　　　　　選択肢
?嚴ﾐ数 1．思う 2．概ね思う 3．あまり思わない 4．思わない
175社 30社（17％） 107社（61％） 28社（16％） 10社（6％）
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